様式第１号（第５条関係）
　　　　　年度地域資源活用・農商工連携促進事業計画書
１　事業実施主体
	住　所
	〒



	団体名
	
	担当者名
	

	連絡先
	電話：　　　　　　　　　　　　ﾌｧｸｼﾐﾘ：

E-mail：


２　事業の目的及び内容
	目的
	

	内容
	＊専門家派遣を実施する場合は、派遣先及び回数等を記載してください。
＊商談会等の開催等する場合は、開催等の時期、場所、想定バイヤー及びセラー等を記載してください。


３　事業費の内訳

	事業種目
	事 業 費
	内　　訳
	備　考

	
	
	県　費
	その他
	

	
	　　　　　　円
	　　　　　　円

	　　　　　円
	

	合　計
	　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　円
	


※事業種目欄は、専門家派遣、商談会等の開催等ごとに記載すること。
４　収支予算
（１）収入の部
	区　　分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比　較　増　減
	備　考

	
	
	
	増
	減
	

	県補助金
自己資金
事業内収入
その他の収入
	 　　　　　円
	　　　　　円
	　　　　
　　　　円
	　　　　
　　　　円
	

	合　計
	　　　　　　円
	　　　　　円
	　　　　円
	　　　　円
	


 ※「事業内収入」欄には、展示会等実施による参加料・売上収入等を記載すること。

※「その他収入」欄には、市町村等補助金、協賛金等を記載すること。

（２）支出の部
	区　　分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比　較　増　減
	備　考

	
	
	
	増
	減
	

	
	          円
	          円
	　　　　円
	　　　　円
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　円
	　　　　円
	


５　事業完了予定年月日
６　県内事業者への発注（委託費に限る。）が困難である場合の理由

　※県内事業者への発注が困難であることがあらかじめ判っている場合に理由を記載すること。
７　他の補助金の活用
（１）活用の有無　（　有　・　無　）
 　 ※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をすること。
（２）活用補助金の概要
　　※活用が有る場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。
８　消費税の取り扱い　（一般課税事業者・簡易課税事業者・免税事業者）

　　※消費税の取り扱いについて「一般課税事業者」、「簡易課税事業者」、「免税事業者」のいずれかに○をすること。

９　添付資料等
団体等の場合、規約及び組織構成が明らかになる書類（別紙）
（別紙）
　
事業実施主体の組織構成
１　組織名
２　構成員
	役職
	氏名
	所属する事業所名
	所在地住所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


